


■ 家計支出増減率の推移（総務省統計局「家計調査」：二人以上世帯）

「一人一台」のクルマ保有が難しくなる可能性

運賃収入の低下で鉄道・バス・タクシーも増やせない

2000年の同四半期からの増減率を集計。家計に占める自動

車等維持費は１．５倍に。一方，公共交通運賃等は一貫して減少
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自家用車依存が家計負担を重くする

運転可否に関わらず「行きたい場所が少なくなった」と回答。

免許を持たない高齢者は「外出がおっくうになった」「外出頻度

が減少した」と答える割合が有意に高い。

■ 福島県Ｍ市でのアンケート調査（2015年8月実施）より

後期高齢者の外出状況の変化（５年前との比較）

自家用車の運転を中止することで、活動機会が低下

そして，見逃せない「行きたい場所の減少」

この２点を緩和することが地域交通政策への期待

行き たい場所が減少し た 51.9% 40.0%

外出がおっ く う になっ た 70.4% ( +) ** 39.7% ( -) **

外出頻度が減少し た 77.8% ( +) * 53.6% ( -) *

5年前から の変化
自家用車を運転でき なく なっ た

該当（ n =27） 非該当（ n =345）

( +) 有意に多い， ( -) 有意に少ない／** p<0.01 , * p<0.05

自家用車の運転を止めることへの懸念

■ 東京への移住要因となった地元の事情

国土交通省国土政策局「企業等の東京一極集中に係る基本調査」2020.11

女性の移住要因では，進学先や仕事のミスマッチと同等に「公共

交通機関が不便であること」が挙げられる

地域交通の再設計は「生き残り戦略」

家族送迎に「頼り過ぎない」高校時代を送れたかが鍵

イラストの出典 https://x.com/JesseDangrsly/status/916037462778105861?mx=2
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全域同じサービス水
準（例：便数）の自治
体バス・デマンド交通

条件が不利な地域や
住民へ手厚くケア

クルマがないと生活できな
い都市からの脱却

まずは，自家用車を運転しない方の活動機会を確保する

そのうえで，無理に運転しなくてもよい場面を増やす

都市公共交通生活支援交通

■ 自家用車利用が主体であることを受け止めて

この地域では「生活支援交通」の充実が必要



【戦略＝計画目標】
公共交通の改善でどのような

県土を目指すか？

【戦術＝施策】
左記目標を実現するための
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地域公共交通の持続的な提供 県と市町村、バス事業者の責任分担

拠点の設定と接続改善

生活必需不採算路線の
適材適所化（合理化）
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高次拠点間ネットワー
クの充実と競争力向上

高需要区間のサービス
の充実と競争力向上

市町村計画との調和

路
線
網
再
構
築

教育へのアクセスを高
め進路選択の幅を拡大

高齢社会に対応した高
度な医療サービスへの
アクセスを高める

交流機会の創出により
地域経済循環を高める

交通分野における低炭
素社会の促進
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■ 青森県地域公共交通計画の「見取り図」から考える

「生活支援交通」で何を実現するか

 通学する高校が選べる

 部活，課外活動ができる

 近隣の総合病院へ通える

 かかりつけ医に通える

 食料品，日用品が買える

 食事や交流の場に行ける

 現金を引き出しに行ける

■ 取り組むべき「課題」と「当面目指すところ」を考える

トヨタ・モビリティ基金：移動の仕組み8STEP

「できること」から始めて，育てていく

多くの住民が自家用車を持ち，運転する以上，「いつでも，どこ

へでも」移動できるサービスを「安い価格」では実現できない

■ 交通政策基本法（2013.12.4施行（下記は改正法でも踏襲））

（交通に関する施策の推進に当たって基本的認識）

第二条 ・・・交通が、国民の自立した日常生活及び社会生活の確

保、活発な地域間交流・・・を実現する機能を有するもの・・・

 「生活」を支える： 運転しない方も，活動目的を満たせる

 「交流」をつくる： 運転しない方も，「おでかけ」機会がある

市民の生活を支え，交流をつくる地域交通は

ビジネス(利用者負担)と合意形成(所得の再分配)の組合せ

年数回の外出をクルマから変えるだけで大きく変わる

地域交通を支えるのは誰か？

（国民等の役割）

第十一条 ・・・取り組むことができる活動に主体的に取り組むよう

努めるともに、国又は地方公共団体が実施する交通に関する施策に

協力するよう努める・・・

「要望」や「署名」だけでは守れない

■ 東京都特別区でもバスの廃止・減便が相次ぐ

自治体運営の「コミュニティバス」でも廃止に（例： 足立，荒川）

 バス会社の「負担」が大きく，結果として，運転士が確保できず

撤退に至った。両区以外も「減便」は数多く生じている

「首都圏情報 ネタドリ！」（24年7月12日：吉田出演）



⾮営利
団体

⾏政

⾃分で運転
家族等の
送迎

⽇常の移動ニーズ

■ 「交通空白」＝自身や誰からの助けも受けられない場面

各プレイヤーの「守備範囲」を少し拡げあう（「のりしろ」をつく

る）ことで，「くらしの足」の課題は緩和できる。

交通
事業者

プレイヤーの「暗黙の守備範囲」
で生じる「ニッチ」（隙間）

⾮営利
団体

⾏政

⾃分で運転
家族等の
送迎

交通
事業者

⽇常の移動ニーズ

守備範囲の「少し外側」
に⽬を向ける

多様な主体の「のりしろ」をどうつくり，繋げるか？

「生活支援交通」の鍵は「のりしろ」にあり

■ 青森県田子町「田子町コミュニティバス」

民間路線バスの廃止方針を

契機に、「路線バス」と「患者

搬送バス」と「スクールバ

ス」を統合し，コミュニティ

バスの運行を開始（2008

年4月）し、交通空白地域に

も運行拡大。現在も継続

スクールバス（普通交付税対象）

とそれ以外の便を基本的に

同一の経路で運行させ、便

数を確保。地元商店（サンモー

ル田子）で町外への路線バス

と結節

スクールバスと路線バスを一体に再編

■ 南郷コミュニティ交通（八戸市南郷区（旧南郷村））

２００４年４月に，バス会社（南部バス）から一部村内路線の廃止

等による再編計画を提示。２００５年９月末で廃止

当初（第Ⅱ期）は，無料の患者輸送バス（48.9人／日利用）や各種通学

バスに，有償の「廃止代替便」をあわせて，他者に一括請負をさ

せる形態で開始 ・・・ しかし，「廃止代替便」の利用は希薄

既にある手段を「束ねて」活かす

第Ⅰ期
（～H17/9/30）

＊区内路線バス廃止前

継続 廃止代替

第Ⅱ期
（～H18/12/31）

＊廃止代替バス運行時

継続 再編 専用化 専用化

第Ⅲ期
（H19/1/1～）

＊運営・運行方式の改良

南郷コミュニティバス（中学生以下無料）

小中学校
通学バス
（無料）

保育所送迎バス
（無料）

南郷コミュニティ交通

南郷コミュニティ
バス

（定時定路線）

南郷コミュニティ
タクシー
（DRT）

広域幹線
（国庫補助路線）

区内路線
（単独補助路線）

広域幹線
（国庫補助路線）

広域幹線
（国庫補助路線）

廃止代替便

路線バス（南部バス・４条路線）

患者輸送バス
（無料）

小中学校
通学バス
（無料）

保育所送迎バス
（無料）

患者輸送便 小中学校通学便 保育所送迎便

■ 「南郷コミュニティ交通」の仕組みは現在も継続

南郷区民代表と八戸市，運行事業者による意見交換会を実施

公共交通を利用し，週３日は中心街で用足しできる水準を

南郷地域の「最低限の公共交通サービス」に位置づけ

「廃止代替便」と「患者輸送便」を一本化し，現行の形態へ

患者輸送バスの経路を基本に再編

既にある手段を「束ねて」活かす



■ 佐井村「ボランティア輸送」（2005.11.1運行開始。現在も継続）

利用者（会員）運転ボランティア等

予約・配車センター（社会福祉協議会）

① 事前の利用予約
（前日の15時締切）

② 輸送の依頼
③ 送迎（戸口から戸口）

④ 運賃の支払

交通空白地有償運送として，要件を満たす社協職員と村民ボ

ランティアが利用者の予約に応じて送迎。透析送迎をベースに

バスが運行されない地域やきめ細かいニーズを必要とする住

民を相乗りさせる形で展開

福祉交通との一体で「くらしの足」を確保

「福祉」と「交通」の掛け持ちで長期にわたり継続

いわて銀河鉄道（IGR）は，高度医療の受診で，盛岡駅へ行く高

齢者が少なくない。しかし，長距離の通院は，何かと不安・・・

他の交通モードとの連携で課題を解決

■ IGR地域医療ライン（2008年開始。11月で丸1７年）

① アテンダントの乗車（往路の２便）
 列車に乗りなれない乗客，体調や盛岡駅からの移動手段に不安を感じ

る乗客でも，安心して鉄道を選択できる(郊外駅にはP＆R駐車場も）

② 通院旅客等の優先席の拡充
 着席して目的地まで行きたい切実なニーズに応える

③ 企画乗車券（あんしん通院きっぷ）の発売
 往復割引に加え，付添人も割り引かれ，アテンダントからも購入可能

④ タクシーとの連携
 アテンダントに申し込み，市内主要病院にタクシーで相乗り輸送。アテン

ダントが乗務員に引き継ぐ安心感

広域オンデマンド交通やライドシェアを導入しても
この価値を凌駕することは，まず不可能

■ 八戸市～洋野町（岩手県）間「大野線」（2026.4.1運行開始）

岩手県北自動車
（乗合バス事業者）

八戸市

運行業務

車両使用権原
整備管理
ICカード機器

路線バスの撤退を「バス」で対応した例

委託

東北都市交通
（貸切バス事業者）

岩手県北自動車（南部バス）の保有車両を「自家用」に切り替え

八戸市が有償運送登録を受け，運転業務を他者へ委託。ICカー

ドやポイント，バスロケは，市内のバス２者と共通化

改正法の「自動車地域旅客運送サービス再構築事業」に相当

 有償運送登録
 条例による使用料設定

委託

自治体の調整下で，運送主体の許可・登録を

前提に各種送迎車両や運転者を組み合わせる

取り組みが「特定事業」に位置づけ

■ 在来の公共交通・・・多くは「与えられた」交通

在来の公共交通は交通事業者が主に運

営。運行頻度が多い基幹路線の形態

地域・利用者の声が届きにくく，非基幹

路線では「使われない」「守れない」公共

交通に陥る可能性

人口減少×高齢社会における「くらしの足」の確保は

地域「も」つくる主体に踏み込み，育てることが重要

つくる人 使う人

■ 生活支援交通・・・地域「も」つくる主体に

地域住民（組織）が運営に参画

 地域鉄道や地域間バスは自治体も

地域・利用者の声が届きやすく，非基幹

路線でも「使われる」「守られる」可能性

つくる人 使う人

生活支援交通には「ボトムアップ」が必要



■ 会津若松市 金川町・田園町の取り組み

会津若松市地域づくり課作成資料

「与えられた」交通を脱却し，課題解決へ

■ 会津若松市 金川町・田園町の取り組み

会津若松市地域づくり課作成資料

「与えられた」交通を脱却し，課題解決へ

コロナ禍を乗り越え，毎週第三金曜日に定期的に開催。２０２５

年１月に通算１００回を数え，延べ２千人が参加

■ 会津若松市 金川町・田園町 『さわやか号』 ランチ会

高齢者の移動手段確保は，「おでかけの愉しみづくり」と

一体に取り組むことが鍵

「与えられた」交通を脱却し，課題解決へ

■ ポイントは「できること」を紡ぎあげる

「小さな足がかり」から始めることが必要

知恵
をだす

「くらしの足」を
創る・育てる

施設提供・広告物の作成
自らが運転・運行・予約管理

「くらしの足」で支える対象を明確にする
上記に応えるサービス内容を立案する

乗って支える（運賃収入）
乗らない人も支える（会費
や協賛金）

チカラ
を貸す

カネ
で支える

「くらしの足」を創り，育む仕組みづくり



■ 利用者の「数え上げ」と「地図への落とし込み」（会津若松市）

会津若松市地域づくり課作成資料

マイカー利用が卓越した地域は，走らせるだけでは

利用されない。データを素地に「何から始めるか」を

明確にすることが鍵になる

「くらしの足」を創り，育む仕組みづくり

■ 真駒内駅（札幌市営地下鉄南北線）での出会い

さいごに： 「自信を持って」言える社会に

公共交通施策は，この実現に一歩ずつ近づけること
「おでかけしらかわ・ひがししらかわ」は

「愉しいおでかけ」を実現する「生活支援交通」
より一層の成長に期待しています！


